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１ 調査概要

防火区画等を貫通する管の仕様は、不燃材料とするか、一定の外径未満と
するか、大臣認定を受けたものとする必要がある。現在までに大臣認定を受け
たものが多く存在していることから、大臣認定を受けた構造の要件を整理して
一般的な基準（告示）を定めるために必要な検討を行う。

鉄管（鋼管）等

充てん材：モルタル等の不燃材料

VP管等

管：任意

充てん材：任意

１－１ 調査の背景・目的
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１ 調査概要

１－２ 調査フロー
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調査項目 調査内容
（イ）防火区画
等を貫通する
管の配管種別
毎の一般的仕
様の調査

〇既存の大臣認定仕様の調査
〇防火区画等を貫通する管の仕様等に関するアンケート調査
〇課題の整理
〇調査検討方針の策定

（ロ）大臣認定
仕様を整理し、
一般的な基準
の策定に向け
た要件の整理

①．縁切材による縁切り対策 ②．平成12年建設省告示第
1422号の合理化

③．耐火二層管の告示化

・大きなサイズの開口径
（150φ）を想定した縁切材の
試験体案を提案

・課題を整理 ・既存の大臣認定、告示化が
見込まれる範囲を整理
・告示化に向けた課題を整理

↓ ↓
（ハ）性能検証
実験の実施

・縁切材の仕様検討実験を実
施
・実験結果を評価

・性能評価試験と同様の手法
で、50Ａ～100ＡのVP管の性
能を検証
・実験結果を評価

・汎用性を考慮し小さなサイ
ズの開口径等を想定した縁
切材の仕様検討実験を実施
・実験結果を評価

・性能評価試験と同様の手法
で、13Ａ～40ＡのＶＰ管等の
性能検証実験を実施
・実験結果を評価

↓ ↓
（ニ）提案 ・縁切材の仕様案を提案 ・平成12年建設省告示第1422

号の合理化案を提案
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１ 調査概要

１－３ 取り組み体制

本調査は、一般財団法人日本建築設備・昇降機センターと学校法人東京理
科大学の共同事業主体と国立研究開発法人建築研究所との共同研究として
行う。
今年度の調査は、「防火区画等を貫通する管の構造に関する告示化の検討

委員会（委員長：萩原一郎）」並びに「同検討部会（主査：野秋政希）」を設置し
検討を行った。
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２ 縁切材による縁切り対策

防火区画貫通部の大臣認定は、適用可能な区画部材（壁・床）の仕様が限定
されているため、この仕様と異なる区画部材（壁・床）には適用出来ない。
→ 管と区画部材の間に防火上の縁切材を設け、区画貫通部から区画部材

内への熱的影響を一定程度に抑えることにより、適用可能な区画部材
の適用範囲を広げる手法を提案する。

２－１ 防火用縁切材の開発
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区画部材
（仕様に制限がない）

※ 主要構造部としての耐火性は必要

縁切材※１（鋼管＋保温筒※2＋充てん材）

管・ケーブル（充てん材含む）

【大臣認定】

区画部材
（仕様に制限がある）

管・ケーブル（充てん材含む）

【大臣認定】

現状 改正案

※1 鋼管を貫通部分からそれぞれ両側に1m以上突き出す場合は、令第129条の2の4第1項第七号イ
の扱いとなる。 （保温筒は不要、鋼管の中の条件は不問（管を自由に挿入可能））

※2 縁切材の径の大きさ等により必要となる場合がある。
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２ 縁切材による縁切り対策

① 区画部材と縁切材の隙間から非加熱面への燃え抜けが無いこと
（10秒以上、発炎、火炎の噴出が無いこと・火炎が通る亀裂・損傷等が無いことを目視確認）

② 加熱中縁切材が脱落しないこと
③ 加熱中縁切材に割れや亀裂等が無いこと
④ 貫通部から区画部材内への過度な入熱が無いこと

（加熱側被覆の裏面温度と縁切材側面温度の相対比較より確認）

縁切材（鋼管＋保温筒＋充てん材）

縁切材の側面温度は鋼管内
部の構造により異なるため、
実験では、最も危険な状況を
想定
→ 加熱側を開放、非加熱側

を閉鎖、内部空洞
（炉内からの熱侵入が最大）

耐火炉内

区画部材
の総厚は
アンケート
調査結果
より得られ
た厚さの中
の最小とし
た。

２－２ 防火用縁切材に求める性能（実験での確認事項）
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蓋

加熱側被覆裏面

①

④

図 試験体イメージ
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性能を達成可能な仕様は大きく分けて下記の2種類ある。ここでは下記①のタイプを

対象とした。なお、本年度は、汎用性を考慮し、肉厚の薄い鋼管、小さなサイズの鋼管、
せっこう筒、モルタル管等を縁切材の仕様として検討した。

断熱材等

鋼管

隙間埋め

①鋼管断熱＋隙間埋めタイプ ②躯体小口被覆タイプ
区画部材の防火被覆

保温筒 充てん材

可燃材までの離隔を確保蓋

隙間埋め
（遮炎性）

蓋
充てん材

断熱材等
（側面の断熱性）

離隔の確保
保温筒

組合せ

２－３ 試験体概要

２ 縁切材による縁切り対策
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２－４ 床実験

２ 縁切材による縁切り対策
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（１）断熱材等の仕様の検討

側面温度の温度上昇が抑制できる仕様を検討するため、管径、断熱材の種
類を主なパラメータとした。

表 試験体一覧
薄鋼電線管

隙間埋め（蓋）

管

継手
CD管

パテ
断熱材等

断熱材等

No. 管種 管肉厚 外径 断熱材等 隙間 隙間埋め
タイプ※ 仕様

I-1 鋼製電線管E31 1.4mm Φ31.8 なし（離隔タイプ） 2mm 蓋 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ12.5mm
I-2 スパイラルダクト 0.5mm φ150 なし（離隔タイプ） 2mm 蓋 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ12.5mm
I-3 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 2mm 蓋 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ12.5mm
I-4 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒30mm 2mm 蓋 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ12.5mm
I-5 スパイラルダクト 0.5mm φ150 ﾓﾙﾀﾙ管＋AES① 2mm 蓋 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ12.5mm
I-6 スパイラルダクト 0.5mm φ150 ﾓﾙﾀﾙ管＋AES② 2mm 蓋 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ12.5mm
I-7 鋼製電線管E31-300mm突出 1.4mm Φ31.8 AES25mm 2mm 蓋 左記のAESを使用
I-8 鋼製電線管E19-300mm突出 1.2mm Φ19.1 AES25mm 2mm 蓋 左記のAESを使用
I-9 鋼製電線管E31-200mm突出 1.4mm Φ31.8 AES25mm 2mm 蓋 左記のAESを使用

※ 隙間埋めは遮炎性および隙間からの熱侵入を防ぐことが明らかな蓋タイプとした。
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２ 縁切材による縁切り対策
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（２）隙間埋めの仕様の検討
隙間からの熱および炎侵入を防止

する隙間埋めは、蓋タイプ、充てん
タイプ、三角シールタイプの３タイプ
とした。

管

蓋

管

三角シール

管

充てん

表 試験体一覧

No. 管種 管肉厚 外径 断熱材等※ 隙間 隙間埋め
タイプ 仕様

F-1 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 10mm 充てん AESﾌﾞﾗﾝｹｯﾄ25mm
F-2 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 10mm 蓋 AESﾌﾞﾗﾝｹｯﾄ25mm
F-3 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 2mm 三角 ｼﾘｺﾝｼｰﾘﾝｸﾞ余盛10mm
F-4 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 2mm 三角 せっこうﾊﾟﾃ余盛10mm
F-5 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 2mm 三角 ｼﾘｺﾝｼｰﾘﾝｸﾞ難燃余盛10mm
F-6 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 2mm 三角 ｱｸﾘﾙｼｰﾘﾝｸﾞ余盛10mm
F-7 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 2mm 三角 無機系ｼｰﾘﾝｸﾞ余盛10mm

※ 断熱材等はせっこう筒25mmとした。

せっこう筒

管隙間埋め
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２ 縁切材による縁切り対策

施設：建築研究所 水平炉

※区画部材の防火被覆は区画貫通
部の性能評価試験の仕様に倣う。
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No.I-1

No.I-2

No.I-3

No.I-4

No.I-5

No.I-6

No.I-7

No.I-8

No.I-9

No.F-1

No.F-2

No.F-3

No.F-4

No.F-5

No.F-6

No.F-7

4000

455 455 455 455 455 455 455 455 455 455

4
5
5

4
5
5

試験体
I-3

試験体
I-4

試験体
I-1

試験体
I-2

試験体
I-5

試験体
I-6

試験体
I-7

試験体
I-8

試験体
I-9

試験体
F-1

試験体
F-2

試験体
F-3

試験体
F-4

試験体
F-5

試験体
F-6

試験体
F-7

強化石膏ボード12.5mm厚

構造用合板12mm厚 枠材：45×90

強化石膏ボード12.5mm厚

枠組図

鉛直断面

水平断面

枠材：45×90AESブランケットt25

加熱範囲 加熱範囲

＜区画部材の仕様※＞
（60分準耐火構造）
・加熱側耐火被覆：
GB-F（V）12.5mm2枚

・非加熱側耐火被覆：
構造用合板12.5mm
GB-R12.5mm

・総厚：94.5mm

（３）試験体の概要
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２ 縁切材による縁切り対策

２－５ 壁実験
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（１）縁切材の仕様の検討
床実験の結果を踏まえ、主に、鋼製管、その周囲を熱的に遮蔽する断熱材、

管と区画部材との間の隙間埋めの３つの仕様を変化させた。
表 試験体一覧

No. 管種 管肉厚 外径 断熱材等 隙間
隙間埋め

タイプ 仕様
1 鋼製電線管E31 1.4mm Φ31.8 なし（離隔タイプ） 10mm 充てん AESﾌﾞﾗﾝｹｯﾄ25mm
2 スパイラルダクト 0.5mm φ75 なし（離隔タイプ） 10mm 充てん AESﾌﾞﾗﾝｹｯﾄ25mm
3 スパイラルダクト 0.5mm φ75 なし（離隔タイプ） 10mm 充てん AESﾌﾞﾗﾝｹｯﾄ25mm
4 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 2mm 蓋 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ12.5mm
5 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 2mm 三角 ｼﾘｺﾝｼｰﾘﾝｸﾞ余盛10mm
6 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 2mm 三角 せっこうパテ余盛10mm
7 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 2mm 三角 無機系ｼｰﾘﾝｸﾞ余盛10mm
8 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 5mm 三角 ｼﾘｺﾝｼｰﾘﾝｸﾞ余盛10mm
9 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 5mm 三角 せっこうﾊﾟﾃ余盛10mm

10 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 5mm 三角 無機系ｼｰﾘﾝｸﾞ余盛10mm

11 スパイラルダクト 0.5mm φ150 ﾓﾙﾀﾙ管
+AES① 2mm 蓋 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ12.5mm

12 スパイラルダクト 0.5mm φ150 ﾓﾙﾀﾙ管
+AES② 2mm 蓋 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ12.5mm

13 貫通孔なし
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２ 縁切材による縁切り対策
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No. 管種 管肉厚 外径 断熱材等 隙間
隙間埋め

タイプ 仕様
14 スパイラルダクト 0.5mm Φ150 せっこう筒25mm 10mm 充てん AESﾌﾞﾗﾝｹｯﾄ

15 鋼製電線管E31
200mm突出 1.4mm φ31.8 AES50mm 2mm 蓋 左記のAESを兼用

16 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm
2mm 三角 加熱側：ｼﾘｺﾝｼｰﾘﾝｸﾞ余盛10mm

25mm 蓋 非加熱側：せっこうﾎｰﾄﾞ12.5mm

17 スパイラルダクト 0.5mm φ150 AES50mm
50mm 蓋 加熱側：せっこうﾎｰﾄﾞ12.5mm
2mm 蓋 非加熱側：鋼製リブ

18 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm
25mm 蓋 加熱側：せっこうﾎｰﾄﾞ12.5mm
2mm 三角 非加熱側：ｼﾘｺﾝｼｰﾘﾝｸﾞ余盛10mm

19 スパイラルダクト 0.5mm φ150 AES50mm
2mm 蓋 加熱側：鋼製リブ

50mm 蓋 非加熱側：せっこうﾎｰﾄﾞ12.5mm

20 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 20mm 充てん AESﾌﾞﾗﾝｹｯﾄ12.5mm
+ｼﾘｺﾝｼｰﾘﾝｸﾞ2.5mm

21 スパイラルダクト 0.5mm φ150
AES8mm

+ﾓﾙﾀﾙ管8.5mm
+AES20mm

0mm 蓋 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ12.5mm

22 スパイラルダクト 0.5mm φ150 AES13mm
+ﾓﾙﾀﾙ管16mm 0mm 三角 ｼﾘｺﾝｼｰﾘﾝｸﾞ余盛10mm

23 スパイラルダクト 0.5mm φ150 ｶﾞﾗｽ繊維13mm
+ﾓﾙﾀﾙ管16mm 0mm 三角 ｼﾘｺﾝｼｰﾘﾝｸﾞ余盛10mm

24 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒25mm 10mm 蓋 AESﾎｰﾄﾞ25mm
25 スパイラルダクト 0.5mm φ150 せっこう筒30mm 10mm 蓋 せっこうﾎｰﾄﾞ12.5mm
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２ 縁切材による縁切り対策

60分様
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耐火炉の内法3m×3m

仕様1 仕様2 仕様3

3200

3
10
0

仕様4 仕様5

仕様6 仕様7 仕様8 仕様9 仕様10

仕様11 仕様12 仕様13 仕様14 仕様15

仕様16 仕様17 仕様18 仕様19 仕様20

仕様21 仕様22 仕様23 仕様24 仕様25
3
37
.
5

4
55

4
55

4
55

4
55

4
55

3
37
.
5

387.5 455 455 455 455 455 387.5

75

1
50

枠材（外周20×110、残り20×75）                                    
下地受け（35角）                                    
角パイプ（100角2.3mm厚）                                    

施設：建築研究所 壁炉

＜区画部材の仕様※＞
（60分準耐火構造）
・加熱側耐火被覆：
GB-R12.5mm2枚

・非加熱側耐火被覆：
GB-R12.5mm2枚

・総厚：70mm（仕様3のみ155mm）

※区画部材の防火被覆は区画貫通
部の性能評価試験の仕様に倣う。

（２）試験体の概要
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２ 縁切材による縁切り対策

13

区画貫通部の性能評価試験方法に準拠し、必要な時間60分に対して加熱
時間は余裕度を見込み72分間とした。いずれの仕様も遮炎性を確認した。

No.I-1

No.I-2

No.I-3

No.I-4

No.I-5

No.I-6

No.I-7

No.I-8

No.F-6

No.F-7

No.F-4

No.F-5

No.F-2

No.F-3

No.I-9

No.F-1

写真 床試験体非加熱面側 加熱開始約71分時点

写真 壁試験体非加熱面側 加熱開始約71分時点

観察記録
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２ 縁切材による縁切り対策

14

断熱材の性能は、縁切材の側面が260℃に到達する時間が、区画部材の加
熱面側被覆裏面が同じ温度に到達する時間と比べ、遅くなることを要件とした。

図 縁切材側面温度（床試験体）

図 縁切材側面温度（壁試験体）

温度測定の結果

51分時点で260℃を下
回ることを目安とした。

45分時点で260℃を下
回ることを目安とした。
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２ 縁切材による縁切り対策
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↑
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l＝150mm（管の長さ300mm）

45mm

130mm 190mm

鋼管から可燃部までの放射熱
が10ｋW/㎡以下となる距離を防

火縁切上必要な離隔距離として
検討。
<必要離隔距離>
・鋼管径φ34mm： 45mm以上
・鋼管径φ76mm：130mm以上
・鋼管径φ101mm：190mm以上

写真 壁試験体加熱面側 脱炉後

No.1 No.2 No.3

可燃部
（木軸）

離隔距離

無耐火被覆鋼管からの離隔距離

無耐火被覆鋼管の場合、鋼管と区画部材内の可燃材とを十分に離し、着火
の危険性を排除するために必要な離隔距離を検討した。
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硬質塩化ビニル管は、加熱を受けると溶融・発泡し隙間を塞ぐ効果がある。

３ 平成12年建設省告示第1422号
の合理化の検討

３－１ 調査の目的
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硬質塩化ビニル管内部の閉塞状況は、管径が小さいほど有利側になる。
また、加熱方向への管の炭化の進み具合は、肉厚が厚いほど有利側となる。
そのため、現行告示では指定する管径以下、および指定する肉厚以上の管

のみが使用可能である。
しかし、市場に流通する硬質塩化ビニル管の管径に対する肉厚は、ＪＩＳ規格

（JIS K 6741）で定められているため、個別に管径と肉厚を制限すると、使える

管が著しく制限されることが問題となっていた。

写真 硬質塩化ビニル管の溶融・発泡状況
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昨年度、呼び径50～100Aに対して実施した実験では、管径と肉厚の相互の
影響が相殺しあい、管径の大小では有利不利を判断できないことを確認した。
そこで今年度は、40A以下の管径の硬質塩化ビニル管についても、全て区画

貫通部が遮炎性能を担保できるか確認する。（実験１）
また、被貫通部材である区画部材の厚みについては、100mm厚の条件下で

遮炎性を確認した。近年、区画壁が薄型化し、また中空壁が一般化しているこ
とを踏まえ、薄型壁並びに中空壁における硬質塩化ビニル管の区画貫通部の
補強方法等を検討する。（実験２、３）
更に40A以下の硬質塩化ビニル管の閉塞効果を活用した新たな区画貫通部

措置工法を検討する。（実験４）

17

硬質塩化ビニル管
（呼び径）

区画貫通部の
遮炎性能

要求耐火時間に
応じた区画部材
の厚みの検討

区画貫通部
の補強方法

の検討

新たな区画
貫通部措置
工法の検討

40A以下 実験１
実験３ 実験２

実験４

50A以上 確認済 －

表 実験のあらまし

３ 平成12年建設省告示第1422号
の合理化の検討
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（１）実験１ 中実壁（湿式工法、厚さ100mm）を貫通する管の加熱実験

被貫通部材を厚さ100mmのALC壁として、モルタル（φ100mm）により埋め
戻した小径の硬質塩化ビニル管については、60分の遮炎性能を有すること
を確認した（昨年度より継続）。

３－２ 実験概要
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単位：mm

試験体No. 呼び径（肉厚） 遮炎性 残存距離

No.5' VE14(2.0) 〇 42

No.6' VE16(2.0) 〇 40

No.7' VE26(2.0) 〇 32

No.8' VE34(3.0) 〇 28

No.9' VE36(3.5) 〇 24

No.10' VE42(4.0) 〇 25

No.11 VP50(4.1) 〇 22

No.11' VE54(4.1) 〇 22

表 試験体及び結果一覧

３ 平成12年建設省告示第1422号
の合理化の検討
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（２）実験２ 薄型中空壁（乾式工法、厚さ70mm）を貫通する管の加熱実験

中実壁における実験結果より、壁厚80mm未満では必要性能を満足しない。
そこで、せっこうボード (GB-R、12.5mm)で構成される薄型中空壁（総厚70mm、
被覆厚50mm）を被貫通部材とし、２種類の補強方法の組み合わせによって60
分の遮炎性能を確保できる仕様を確認した。
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②ソケットの追加
・塩ビ管の肉厚増大
⇒炭化速度の遅延

・貫通する塩ビ管の被覆厚増大
⇒壁厚＋ソケット長さ

・モルタルと塩ビ管の隙間塞ぎ
⇒遮炎性喪失箇所の手当

①乾式蓋の追加

・耐火被覆材＋
蓋の厚みで壁
厚80mmを確保
(1時間耐火被

覆の告示
例:GB-F(V) 
21×2枚)

表 試験結果一覧
 
試験体No. 補強方法 遮炎性 残存距離(mm)

No.12 ①（1枚） 〇 -4

No.13 ②のみ
×

(59分9秒)
-17

No.13' ②＋③
×

(54分30秒)

No.14 ①（2枚） 〇 31

No.15 ①（1枚）＋② 〇 12.5

写真 加熱60分時の非加熱面状況

③シーリングの追加

・管突出し部への少
量のシリコン系
シーリングを施す

３ 平成12年建設省告示第1422号
の合理化の検討
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（３）実験３ 硬質塩化ビニル管の炭化速度測定に係る加熱実験

中実壁における加熱実験より、呼び径40A以下については管径が小さくな
るにともなって、管の燃え進む速度すなわち管の炭化速度が小さくなる傾向
が確認された。管径と管の炭化速度の相関性について定量的に把握した。

20
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13A
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管径大

管径小

図 300℃到達時間から算出したVP管の炭化速度

３ 平成12年建設省告示第1422号
の合理化の検討
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（４）実験１～３のまとめ

・閉塞の可否が40A以下で線引き出来ること、
・閉塞・炭化には、管の小口断面積と中空部面積の比率が影響している
・小口/中空部断面比が、40A以下では管径が小さくなるにつれて上昇する、
一方、50A以上ではほぼ一定値をとる。
このことから、小口/中空部断面比と炭化速度を比較したところ、反比例

の関係性が確認できたことから、必要被覆厚※の算定式を提案した。
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反比例

必要被覆厚※の算定式

ｘ =
0.6
𝝋𝝋 × 𝑭𝑭𝑭𝑭𝑭𝑭 − 10 + 12.5

ｘ：必要被覆厚（mm）
𝑭𝑭𝑭𝑭𝑭𝑭：要求耐火時間（min）
𝝋𝝋：管の小口／中空比

図 炭化速度と小口/中空部断面積比との関係

３ 平成12年建設省告示第1422号
の合理化の検討
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※ 必要被覆厚は、中実構造の場合
は区画部材の厚さ、中空構造の
場合は、せっこうボード等防耐火
被覆材の厚さの合計とする。



必要被覆厚の算定式を基に、実験結果と比較して、安全側の評価ができる
ように、「補強策に応じた炭化速度の抑制効果」の補正方法を提案した。
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表 実験結果と算定した必要被覆厚の比較表

■は、補強策を検討した65A管について、実験での被覆厚と要求厚を比較して厚い側を示す（実験被覆厚が
厚い場合、実験結果は〇。要求厚が厚い場合、実験結果は×となっている）。

■は、管径の影響を検討した65A未満の管についての予測炭化深さを示す。実験結果とよい一致がみられる。

仕様 60分の必要被覆厚(mm)
実験結果

中実/中空 管径 壁厚(mm) 被覆厚(mm) 補強策 予測式 要求厚

ALC中実 VP65A 100 100 － 105 100 ○

ALC中実 VP65A 75 75 ソケット 80 75 ○

ALC中実 VP65A 75 75 GB蓋 80 75 ○

GB中空 VP65A 70 50 ソケット 60 55 ×

GB中空 VP65A 70 50 GB蓋 60 55 ○

GB中空 VP65A 70 50 ｿｹｯﾄ＋蓋 40 35 ○

GB中空 VP65A 70 50 蓋×2枚 35 30 ○

ALC中実 VP50A 100 100 － 82 100 ○78
ALC中実 VE54A 100 100 － 81 100 ○78
ALC中実 VE42A 100 100 － 71 75 ○75
ALC中実 VE36A 100 100 － 70 75 ○76
ALC中実 VE34A 100 100 － 64 75 ○72
ALC中実 VE26A 100 100 － 74 75 ○68
ALC中実 VE16A 100 100 － 55 55 ○60
ALC中実 VE14A 100 100 － 49 49 ○58
GB中空 VP13A 70 50 － 42 34 ○37

３ 平成12年建設省告示第1422号
の合理化の検討
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（５）実験４ 区画貫通部処理方法としての小径管の加熱実験

硬質塩化ビニル管について、加熱発泡材と同様に、加熱に
より溶融・発泡して隙間を塞ぐ効果が見られた。

管径が40A以下の場合には、区画部材との隙間だけで無く、
管内部の閉塞も見られたことから、区画部材の貫通部周囲に
だけ設ける区画貫通部処理材としての性能を確認した。

３－２ 実験概要

23写真 加熱60分時の非加熱面状況

図 試験体断面図

３ 平成12年建設省告示第1422号
の合理化の検討
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４ 提案

４－１ 大臣認定の適用範囲を拡充させるための縁切材

（１）適用範囲

ここで提案する縁切材注1を用いた場合、
次表の「適用の可否」欄の「○」に示すように（※5を除く）、

区画貫通部の大臣認定注2は、
・区画部材の構造の種類（中空・中実）、
・耐火時間（45分準耐火、1時間準耐火、耐火構造）に関わらず、

認定された時間まで必要な遮炎性能注3が確保出来る。

24

注1 CLT等の可燃材料が用いられる中実の区画部材、片壁工法等の区画部材は適用外とする。
注2 中実の区画部材のみ適用可能な大臣認定に、縁切材を用いた場合の当該大臣認定の適

用範囲は、区画部材の構造の種類を中実に限定する。
注3 令第129条の2の4第1項第七号ﾊでは、防火区画等の種類に応じ20分、45分、60分間の遮

炎性能を求めている。

区画部材
大臣認定書別添「２．寸法及び形状等」の貫通
する壁又は床の構造方法等に記載の区画部
材の仕様及び次頁表の内適用の可否を「○」
としている仕様

区画部材
大臣認定書別添「２．寸法
及び形状等」の貫通する
壁又は床の構造方法等に
記載の区画部材の仕様

大臣認定の適用範囲 縁切材を用いた場合の遮炎性が確保できる範囲

縁切材（鋼管＋保温筒＋充てん材）

管・ケーブル（充てん材含む）

【大臣認定】

管・ケーブル（充てん材含む）

【大臣認定】
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４ 提案

※1 総厚は壁の場合は70mm以上、床の場合は94.5mm以上のものに限る。
※2 令和元年国土交通省告示第193号第1第8項に規定する75分間準耐火構造等の60

分間を超える準耐火構造は、管の貫通に関し、令第129条の2の4第1項第七号とは
異なる規定（同告示第１第1項第一号ロ）を設けており、鉄管、鋼管、難燃材料又は
硬質塩化ビニルを用いた管以外の管の貫通を認めていないため、本表には掲げて
いない。

※3 中実の区画部材のみ適用可能な大臣認定に、縁切材を用いた場合の当該大臣認
定の適用範囲は、区画部材の構造の種類を中実に限定する。

※4 1時間の遮熱性の性能が確保された耐火構造に限る。
※5 縁切材を用いた場合の大臣認定仕様は、木質耐火構造においても、令第129条の

2の4第1項第七号ハが求める防火区画等の種類に応じた20分、45分、60分間の
遮炎性能を有するが、貫通部からの熱に対して火災終了まで区画部材内部の木部
を炭化させない性能を有しないため×としている。 25

区画部材の
耐火性能※2 区画部材の構造※3 区画部材への可燃

材料使用の有無
適用の可否

中空
あり ○

45分準耐火構造 なし ○
中実 なし ○

中空
あり ○

1時間準耐火構造 なし ○
中実 なし ○

中空
あり ×※5

耐火構造※4 なし ○
中実 なし ○

表 縁切材を用いて大臣認定仕様を異なる耐火性能の区画部材※1に適用することの可否
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４ 提案

（２）縁切材の種類と特徴

これまでに実施した縁切材の仕様検討実験において、性能が確認出来た
縁切材の種類と特徴等を下表に示す。
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縁切材に求められる措置

特徴、注意点
①縁切材から構造部材へ
の熱的な損傷や構造部材
内での延焼拡大の助長を
抑制するための措置※1

②縁切材と区画部材との間
に生じる隙間を埋めるため
の措置

縁切材と木枠等の可燃材との
離隔を確保
⇒a.離隔タイプ

・せっこうボードの蓋を設置 ・隙間の大きさの設定が小さいため精度よく
穴を開ける必要がある。
・2×4工法等面材の一部に合板等の可燃材
料が用いられるものは、合板等にも離隔距
離が必要である。

縁切材の周囲に熱的に遮蔽す
る断熱材※2を設置
⇒b.断熱タイプ

・せっこうボード等の蓋を設置
⇒ⅰ.蓋型

・断熱材にモルタル管を用いるものは隙間の
大きさの設定が小さいため精度よく穴を開け
る必要がある。

・AES等を充てん※3

⇒ⅱ.充てん型
・三角シールを設置
⇒ⅲ.三角シール型

・隙間の大きさの設定が小さいため精度よく
穴を開ける必要がある。

・突出させた管にAESを設置
⇒ⅳ.小径突出型

・AESブランケットが①と②の両方の役割を
担う型である。

・突出させた管にせっこうボード
の蓋を設置
⇒ⅴ.大径突出型
・床上にフランジを、床下に充て
ん材※3を設置
⇒ⅵ.フランジ・充てん型

・配管の納まりに悪影響を及ぼさないようフラ
ンジを用いて縁切材の床上への突出をなく
した型である。

表 縁切材の種類と特徴等
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縁切材に求められる措置

特徴、注意点
①縁切材から構造部材へ
の熱的な損傷や構造部材
内での延焼拡大の助長を
抑制するための措置※1

②縁切材と区画部材との間
に生じる隙間を埋めるため
の措置

縁切材の周囲に熱的に遮蔽す
る断熱材※2を設置
⇒b.断熱タイプ

・床上にフランジを、床下に蓋を
設置
⇒ⅶ.フランジ・蓋型

・配管の納まりに悪影響を及ぼさないようフラン
ジを用いて縁切材の床上への突出をなくした型
である。

・床上にフランジを、床下に充て
ん材※3及び蓋を設置
⇒ⅷ．フランジ・充てん・蓋型

・配管の納まりに悪影響を及ぼさないようフラン
ジを用いて縁切材の床上への突出をなくした型
である。

・大きい方の隙間に蓋を、小さい
方の隙間に三角シールを設置
⇒ⅸ.壁非対称型

・片面のみボードが張ってある状態で配管を行
なった後、反対面に大きめの穴を開けたボード
を張る施工方法に対応した型である。
・隙間の小さい方の面は、隙間の大きさの設定
が小さいため精度よく穴を開ける必要がある。

・床上にリブを、床下に充てん材
※3を設置
⇒ⅹ.床非対称型

・配管の納まりに悪影響を及ぼさないようリブに
より縁切材の床上への突出をなくした型で薄厚
（肉厚0.4mm）のスパイラルダクトを用いている。
・床上の隙間の大きさの設定が0であるため精
度よく穴を開ける必要がある。

※1：区画部材に可燃材料が使用されていない場合は、①縁切材から構造部材への熱的な損傷や構造部材内での延焼拡大の助長
を抑制するための措置は不要。

※2：縁切材に用いる断熱材の仕様は、下記とする。
・ロックウール保温筒：JIS A 9504に規定するロックウール保温筒で密度80kg/m3相当のもの
・ケイカル保温筒：JIS A 9510に規定するけい酸カルシウム保温材一号で密度155kg/m3相当のもの
・石膏筒：不燃認定「NM-8615」の芯材として規定される組成で比重0.8、グラスファイバーが0.2%でその他はせっこうを満たすもの
・モルタル管：大臣認定を取得した耐火二層管に用いられるモルタル管の組成相当のもの

※3：縁切材に用いる充てん材の仕様は、下記とする。
・AES：主成分がシリカ、酸化カルシウム、酸化マグネシウム、アルミナで構成されており高温時の熱収縮率がセラミックファイバー
(RCF)と同程度以下(3%)であるもの

・住宅用ロックウール：JIS A 9521に規定するロックウール断熱材で密度30kg/m3以上のもの
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（３）タイプ毎の縁切材の詳細

昨年度から今年度にかけて実施した縁切材の仕様検討実験において、性
能が確認出来た縁切材のタイプ毎の詳細を以下に示す。
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ａ．離隔タイプ

離隔タイプ仕様表

離隔タイプ仕様図
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ｂ．断熱タイプ
ｉ．蓋型

断熱タイプ-蓋型仕様表

断熱タイプ-蓋型仕様図
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ｂ．断熱タイプ
ⅱ．充てん型

断熱タイプ-充てん型仕様表

断熱タイプ-充てん型仕様図
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ｂ．断熱タイプ
ⅲ．三角シール型

断熱タイプ-三角シール型仕様表

断熱タイプ-三角シール型仕様図
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ｂ．断熱タイプ
ⅳ．小径突出型

断熱タイプ-小径突出型仕様表

断熱タイプ-小径突出型仕様図
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ｂ．断熱タイプ
ⅴ．大径突出型

断熱タイプ-大径突出型仕様表

断熱タイプ-大径突出型仕様図

令和元年度・２年度 建築基準整備促進事業成果報告会
P13 防火区画を貫通する管の構造に関する告示化の検討



ｂ．断熱タイプ
ⅵ．フランジ・充てん型

４ 提案
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ｂ．断熱タイプ
ⅶ．フランジ・蓋型

断熱タイプ-フランジ・蓋型仕様表

図 断熱タイプ-フランジ・蓋型仕様図

断熱タイプ-フランジ・充てん型仕様表

断熱タイプ-フランジ・充てん型仕様図
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ｂ．断熱タイプ
ⅷ．フランジ・充てん・蓋型

断熱タイプ-フランジ・充てん・蓋型仕様表

断熱タイプ-フランジ・充てん・蓋型仕様図
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ｂ．断熱タイプ
ⅸ．壁非対称型

断熱タイプ-壁非対称型仕様表

断熱タイプ-壁非対称型仕様図

ｂ．断熱タイプ
ⅹ．床非対称型

断熱タイプ-床非対称型仕様図

断熱タイプ-壁非対称型仕様表
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４－２ 平成12年建設省告示第1422号の合理化

（１） 硬質塩化ビニル管の加熱試験による性能の確認結果に基づいて、60分
の遮炎性能を確保するために、管径に対応した被貫通部分に必要な区画
部材の厚さ（必要被覆厚※）は、下表に示す通りである。

※ 必要被覆厚は、中実構造の場合は区画部材の厚さ、中空構造の場合
は、せっこうボード等防耐火被覆材の厚さの合計とする。
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表 管径に応じた必要被覆厚

給水管等の用途

給水管等が貫通する床、壁等の構造区分
(1時間準耐火構造)

管の外径（呼び径）
防火区画等を貫通する

部分の必要被覆厚

給水管

18mm（13A)以下 49mm以上
22mm（16A)以下 55mm以上
49mm（40A)以下 70mm以上
115mm（100A)以下 100mm以上

配電管

18mm（14A)以下 49mm以上
22mm（16A)以下 55mm以上
49mm（40A)以下 70mm以上
115mm（100A)以下 100mm以上

（略） （略） （略）
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なお、管径に対応した必要被覆厚に満たない場合、以下の貫通部周囲の
補強方法に応じて定める値を必要被覆厚から差し引くことができる。

イ．区画構成部材の両端部でソケットを設けたもの： 25mm

38

ロ．区画構成部材と同種の被覆材または
石膏ボードで蓋を設けたもの： 蓋の厚み分（mm）

ハ．中空壁（内部に中空層をもつもの）： 40A以下は 15mm
50A以上は 20mm
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（２） 40A以下の管については閉塞効果があるため、中実/中空壁を問わず、
必要被覆厚さえ確保すれば、管の端部が区画部材を超えて連続していなく
ても、遮炎性が担保出来ることが明らかとなった。下図に示す小径鞘管を
新たな区画貫通部措置工法として提案する。

ただし、鞘管内部を通る管・ケーブルは、不燃材料で作られているもの、
実験で確認したVVF電線と架橋ポリエチレン管16A以下に限定する。

また、鞘管と内部を通る線・管の隙間はRW等の不燃材料で埋め、鞘管を
区画構成材に固定するために、管の両側にソケット又は片端ソケット（ユニ
オンソケット）を用いることが必要である。
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図 小径鞘管を用いた新たな区画貫通部措置工法
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５ 全体のまとめ

本調査では、

①．縁切材による縁切り対策

②．平成12年建設省告示第1422号の合理化

③．耐火二層管の告示化

について、必要な検討、実験等を行った。

これらを踏まえて

・①大臣認定の適用範囲を拡充させるための縁切材については、離隔タイ
プ２仕様、断熱材タイプ１９仕様の提案を行った。

・②平成12年建設省告示第1422号の合理化については、管径に応じた必要
被覆厚、区画貫通部の補強方法、新たな区画貫通部措置工法の提案を
行った。

・③耐火二層管の告示化については、既存の大臣認定、告示化が見込まれ
る範囲、告示化に向けた課題を整理した。
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